
東久留米市訓令乙第１３３号 

 

令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に

係るＰＣＲ検査等経費補助事業実施要綱を次のように定める。 

 

  令和２年１２月１８日 

 

東久留米市長 並 木 克 巳 

 

令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症

に係るＰＣＲ検査等経費補助事業実施要綱 

（目的） 

第１ この要綱は、新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法（平

成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染症を

いう。以下同じ。）の感染拡大を受け、重症化するリスクの高い者の集団で形成される東

久留米市内（以下「市内」という。）の障害福祉サービス事業所等（以下「事業所等」と

いう。）の従事者、利用者及びそれらの同居家族等が、ＰＣＲ検査で陽性又は濃厚接触者

と判定された場合に、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１

０年法律第１１４号。以下「感染症法」という。）第１５条に基づく調査として実施され

るＰＣＲ検査の対象外となる事業所等の従事者及び利用者に対し、医療機関の関与によ

るＰＣＲ検査を行う経費等を補助することで、早期に感染の状況を把握し、措置を講じる

ことにより、当該感染症の感染拡大防止を図るとともに、事業所等への効果的な支援を行

うことを目的とする。 

（補助対象者） 

第２ 補助の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当

する者とする。 

（１） 東京都知事から、別表第１に掲げる障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第７項

及び第８項及び第１２項及び第１４項及び第１７項に規定する障害福祉サービス等

並びに児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２の２第２項及び第４項に

規定する障害児通所支援事業所の指定若しくは認可を受けた事業所等を市内に有し

ていること。 

（２） 前号に規定する事業所等の従事者、利用者及びそれらの同居家族等が、保健所又

は医師により、新型コロナウイルス感染症の陽性者又は濃厚接触者と判定されてい

ること。 

（補助対象事業） 



第３ 補助の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、令和２年１２月１８日

から令和３年３月３１日までの間に、補助対象者が運営する第２に掲げる事業所等の従

事者及び利用者に、ＰＣＲ検査を受検させる事業とする。ただし、感染症法第１５条に基

づく調査として実施される検査を除くものとする。 

（補助対象経費） 

第４ 補助金の対象となる経費は、別表第２に掲げるとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国又は地方公共団体が交付する他の補助金、給付金等の対象

経費として計上している経費は、補助金の対象としない。 

 （補助金額） 

第５ この補助金は、１事業所等につき、予算の範囲内で、別表第２に掲げる補助対象経費

ごとに算出して合算した額（１,０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。）

を交付するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６ 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、令和２年度東久留

米市障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等

経費補助事業交付申請書兼請求書（様式第１号）に必要な書類を添えて、別に定める日ま

でに市長に提出しなければならない。 

（交付決定及び通知等） 

第７ 市長は、第６の規定による補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類等

の内容を審査し、適当と認めた場合は、補助金の交付を決定し、令和２年度東久留米市障

害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補

助事業交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知し、補助金を交付するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定による支援金の交付の決定に際し、必要と認める条件を付すことが

できる。 

３ 市長は、第１項の審査の結果、補助金の不交付を決定したときは令和２年度東久留米市

障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費

補助事業不交付決定通知書（様式第３号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の変更交付申請等） 

第８ 第７第１項の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定事業者」とい

う。）が、この補助金の交付の決定後の事情の変更により申請の内容を変更して交付申請

等を行う場合は、令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型コロナ

ウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補助事業変更交付申請書兼請求書（様式第４号）

に必要な書類を添えて、別に定める日までに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による変更申請があったときは、その内容を審査し、適当と認める

場合は、変更交付決定し、令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型



コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補助事業変更交付決定通知書（様式第５

号）により、交付決定事業者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による審査の結果、不適当と認めるときは、令和２年度東久留米

市障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経

費補助事業変更不交付決定通知書（様式第６号）により、交付決定事業者に通知するもの

とする。 

（交付決定の取消し等） 

第９ 市長は、交付決定事業者が、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決

定の全部又は一部を取り消し、令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等におけ

る新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補助事業交付決定取消通知書（様

式第７号）により、交付決定事業者に通知するものとする。 

（１） 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

（２） 補助金を第４に定める補助対象経費以外の用途に使用したとき。 

（３） 補助金の交付決定の内容又はこの要綱等の規定若しくは付した条件に違反した

とき。 

２ 前項の規定は、交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 

（実績報告） 

第１０ 交付決定事業者は、補助対象事業が完了したとき、又は補助金の交付決定をした会

計年度が終了したときは、別に定める日までに、令和２年度東久留米市障害福祉サービス

事業所等における新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補助事業実績報告

書（様式第８号）に必要な書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第１１ 市長は、第１０の規定による実績報告を受けた場合は、当該報告に係る書類の審査

及び必要に応じて実地調査等を行い、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決

定内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金額を決定し、

令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症に

係るＰＣＲ検査等経費補助事業補助金額確定通知書（様式第９号）により交付決定事業者

に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１２ 交付決定事業者は、第９の規定により補助金の交付決定を取り消された場合にお

いて、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、市長が別に定

める期限までに、当該補助金を返還しなければならない。 

２ 交付決定事業者は、第１１の規定により補助金額が確定した場合において、既にその額

を超える補助金が交付されているときは、市長が別に定める期限までに、当該補助金を市

に返還しなければならない。 

（消費税仕入控除税額の報告） 



第１３ 交付決定事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円

の場合を含む。）には、令和２年度東久留米市障害福祉サービス事業所等における新型コ

ロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査等経費補助事業消費税仕入控除税額報告書（様式

第１０号）により速やかに市長に報告しなければならない。 

２ 交付決定事業者が全国的に事業を展開する組織の一支部（又は一支社、一支所等）であ

って、自ら消費税及び地方消費税の申告を行わず、本部（又は本社、本所等）で消費税及

び地方消費税の申告を行っている場合は、本部の課税売上割合等の申告内容に基づき報

告を行うこととする。 

３ 市長は、第１項の報告があった場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付さ

せることができる。 

（関係書類の整備保管） 

第１４ 交付決定事業者は、当該補助金及び補助対象事業に係る経費の収入及び支出の状

況を明らかにした書類及び帳簿等並びに領収書等を整備し、当該補助対象事業の完了し

た年度の翌年度から起算して５年間これらを保存しておかなければならない。ただし、市

長が必要と認める場合は、この期間を延長することができる。 

（交付決定等に係る調査） 

第１５ 市長は、この要綱による補助金に関し必要と認めるときは、交付決定事業者に対し

報告を求め、又は調査することができる。 

２ 交付決定事業者は、前項の調査に協力しなければならない。 

（委任） 

第１６ この要綱及び東久留米市補助金交付規則（昭和４７年東久留米市規則第９号）に定

めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   付 則 

１ この訓令は、令和２年１２月１８日から施行する。 

２ この訓令は、令和３年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、その時まで行った補

助金の交付決定に対する第１０から第１５までの規定の適用については、その時以降も、

なおその効力を有する。 

   付 則（令和３年１月２２日訓令乙第４号） 

 この訓令は、令和３年１月２２日から施行する。 

  



別表第１（第２関係） 

障害福祉サービス等及び障害児通所支援 

・生活介護（法第５条第７項） 

・短期入所（法第５条第８項） 

・自立訓練（法第５条第１２項） 

・就労継続支援（A型・B型）（法第５条第１４項） 

・共同生活援助（グループホーム）（法第５条第１７項） 

・児童発達支援（児童福祉法第６条の２の２第２項） 

・放課後等デイサービス（児童福祉法第６条の２の２第４項） 

 

 

別表第２（第４、第５関係） 

補助対象経費 補助金額 

（１）ＰＣＲ検査費用 ＰＣＲ検査１件につき、検査に要した費用と２０，０００

円のいずれか低い額 

（２）ＰＣＲ検査実施手数料 １事業所当たりの唾液採取手数料と下記の額のいずれか

低い額 

①ＰＣＲ検査実施人数が１人から２５人までの場合 

 １０，０００円 

②ＰＣＲ検査実施人数が２６人から５０人までの場合 

 ２０，０００円 

③ＰＣＲ検査実施人数が５１人から７５人までの場合 

 ３０，０００円 

④ＰＣＲ検査実施人数が７６人以上の場合 

 ４０，０００円 

（３）鼻咽頭ぬぐい液採取手数

料 

１事業所等当たりの鼻咽頭ぬぐい液採取手数料と３０，００

０円のいずれか低い額 

（４）新型コロナウイルス感染

症発生届作成手数料 

発生届１件につき、作成に要した手数料と４，０００円のい

ずれか低い額 

 


